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業は国際的な視野でビジネスを展開し、自国の競合企業のみならず他国のグローバル企業



























































































るイノベーションの多くが外部リソースに依存していることである。Van de ven らは、イ
ノベーションとは「多くの公的機関や企業に属する起業家が重要な役割を担って実現する




















国家イノベーションシステムの代表的な研究には、Lundvall および Nelson が挙げられ





                                                   
2 一般的には起業家個人にフォーカスしていた研究を“Schumpeter Mark I”、組織にフォーカスを当て
た研究を“Schumpeter Mark II”と呼ぶ。 






5 米国が 2004 年にまとめた“Innovate America”通称『パルサミーノ・レポート』が有名である（Council 











いる。そして、「①構成要素」については、図 2-1 に示した 10 の活動（activities）に整理
している7 (Edquist, 2006, pp.190-191)。 
 









類整理が試みられている。例えば、Liu と White はイノベーションシステム内に存在する
“活動（activities）”に着目し、必要な 5 つの活動を提示している（Liu and White, 2001）8。












フィンランドは 1990 年代の変革を通して、ICT 産業、特に通信コミュニケーション領域
に焦点を絞り、その領域で NOKIA をはじめ様々なグローバル企業を生み出し、またイノ




7 Edquist は文献のなかで、この 10 の活動はあくまで仮定であり、これから改良されていくべきである
と記述している。 
8 5 つの活動とは、“R&D”“implementation”“end-use”“education”“linkage”である。 
9 具体的には“to create new knowledge”“to guide the direction of the search process”“to supply 
resources”“to create positive external economics”“to facilitate the formation of markets”である。 



































3. フィンランド ICT 産業の発展経緯 
 
3.1 1960 年代～1980 年代 ICT 産業への緩やかな傾斜 
 第二次大戦後、フィンランドのビジネスの中心は、国土の 69％を覆っている森林を利用




信の研究所が設置された。（Sabel and Saxenian, 2008, p.58） 
フィンランドが ICT 産業へと目を向け始めた契機は、1967 年の合併による The NOKIA 
Corporation の設立である12。前身企業の 1 社である Finnish Cable Works は既にデジタ
ル技術への調査を開始しており、新生 NOKIA は徐々にデジタル技術に注力をしていくよ
うになる。そして 1967 年にはアナログ音声信号をデジタル化し、PCM を初めて成功させ
た13。1969 年にも業界初となる CCITT（国際電信電話諮問委員会）標準規格に準じた PCM
方式の通信機器を販売し、早い時点から先進のデジタル通信技術に注力することで大きな
成果を挙げていった。 
1980 年代に入ってからも NOKIA の ICT 事業での躍進は続いていく。NOKIA は 80 年
代にも GSM（The Global System for Mobile communications）の開発を続けていたが、




3.2 1990 年代～2000 年代 ICT 産業への急速な転換 
 1990 年代に入ると、フィンランドは深刻な不況に突入し、失業率は 1994 年には 18％
を越えた。この原因にはソ連崩壊やバブルの過熱化が挙げられる（Sabel and Saxenian, 
2008, p.42）15・16。当時 NOKIA もまた 1980 年代の外資買収やテレビ事業・コンピュー
タ事業の苦戦から危機に直面していた。 
                                                   
11 フィンランドの製紙産業はスウェーデンや米国に比べて遅れを取っていたが、高付加価値型の製品展
開にて世界をリードし、世界屈指の生産量を誇る産業へと発展していった。 
12 NOKIA の公式WEB サイトに記載されたNOKIA の歴史より抽出。The NOKIA Corporation は Finnish 
Cable Works とFinnish Rubber Works、そしてNOKIA の 3 社が合併して設立された企業であった。 
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 この経済危機のなかでもフィンランドは ICT 産業強化に力を入れ続け、また規制緩和を
推し進め、当時世界でも自由な市場の１つとなっていた。フィンランドの公的な通信事業
者であった Telecom Finland は完全に民営化され Sonera が新たに設立された17。経済危




ば研究資金援助の増加については、Tekes が中心的な役割を担っていった。また Tekes 以
外にもベンチャーキャピタル事業を担う Sitra や、国際展開支援を担う Finpro などが効果
的に支援を行った。 
 次に教育改革が挙げられる。まずは国家プロジェクトとして教育省主導のもと基礎学力
の向上が図られた。読解力に関しては 1997 年から開始された Luku-Suomi プロジェクト






スターの形成の考えが取り入れられた（Ylä-Anttila and Palmberg, 2007, p.181）。1993













                                                   
17 Sonera の公式 WEB サイトより抽出（http://www.teliasonera.com/）。Sonera は現在でもフィンラ
ンドの最大手通信事業者である。（現在は TeliaSonera に社名を変更している）。 
18 ポリテクニックの設置は 1991 年からパイロットプログラムがスタートし、1996 年から本格的に 29
の機関で教育が開始された。 
19 具体的には各地域が政府に対して申請を行い、それを貿易産業省が審査して COE 地域に指定される
と、そのための費用の半分を国によって負担されるという仕組みであった。 
20 NOKIA の公式WEBサイトに記載されたNOKIAの歴史より抽出（http://www.nokia.com/A4303001）。 
21 1993 年には大ヒットとなった携帯電話 2100 シリーズを発売した。これは音楽の聴ける最初の携帯電
話であった。また 1997 年には最初のゲーム機能を搭載した携帯電話 6110 シリーズを発売した。 
Hosei University Repository
＜査読付き投稿論文＞ 
Journal of Innovation Management No.7 - 80 - 
プロセスや組織の面でのイノベーションと言えよう22。 
 
3.3 ICT 産業への転換による成果 
 前述したように、フィンランドは 1970 年代頃から徐々に ICT 産業へと目を向け、1990
年代から急速に事業を展開していった。もちろん製紙産業や機械産業など他の産業でもイ
ノベーションは発生したが、ICT 産業の成長は著しい。事実、図 3-1 でフィンランドの輸
出の構造を見ると、1960 年代には輸出の 7 割を占めていた木材、木材製品、製紙パルプ
の割合は徐々に減少し、2008 年には 2 割弱となっている。その代わり、金属、金属製品、
機械装置および電子機器の比率が増加し、2008 年には輸出全体の 6 割を占めるに到って
いる23。 
 
図 3-1 フィンランドにおける輸出の内訳の推移 
出典：Finnish Board of Customのデータベース
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その結果、豊富な資源に依存した産業から ICT 産業への転換が行われた。ICT 企業の中
で NOKIA の携帯電話事業が突出しているものの、他にも多くのグローバル企業がそれぞ
れの領域で成長した 25。例えば、情報システムのセキュリティソフトを扱う SSH 
Communications Security 社、3D ベンチマークソフトを扱う FutureMark 社、ソーシャ
ルネットワーキングサービスを手掛ける Sulake 社などは、現在グローバルに活躍してい
る IT 企業である。それらの新興 ICT 企業は、R&D で培った新たな技術をベースに新たな
製品・サービスを商業化し成功してきた。新たな技術や規格・機能をもとに台頭してきた
NOKIA の活動、そして新興 ICT 企業の活動はいずれもイノベーションの創出に当たる。 
以上のような ICT 産業への構造転換の結果として、フィンランド経済は好調を維持して
                                                   
22 NOKIA の公式 WEB サイトによると、NOKIA の携帯電話の製造数は 1990 年に 50 万台であったも
のが 1995 年には 1100 万台になった。そして 2000 年には 1 億 2800 万台に及んでいる。そして世界の携
帯電話市場の 40％近くを有するに至った（http://www.nokia.com/A4303001）。 
23 Finnish Board of Custom のデータベースより抽出（http://www.tulli.fi/en/index.jsp）。 
24 OECD のデータベースより抽出。同様に全ての企業で働く労働者のうち ICT 企業にて働く従業員の
割合も、フィンランドは 10％以上と高くなっている。 
25 Tekes の WEB サイトに様々なフィンランド企業の成功事例が掲載されている。これを見ると、多く
の事例は ICT 産業であることが伺える。 
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る27。また、同じく世界経済会議の IT ランキングを見ても、フィンランドは 6 位となって
おり、高い評価を得ていることが分かる。また、同様に、世界銀行が 2000 年に示した知
識経済指標においても、フィンランドは 2 位と高い評価を受けている（Dahlman, Routti 




 3 章で見てきたように、1990 年代に行われたフィンランドの ICT 市場への急速な展開
















よって担われた。その代表例としては Tekes、Sitra、Finpro、VTT、Academy of Finland
が挙げられるが、表 4-1 に整理したとおり、各々1990 年代を通して役割の強化が図られた。
Tekes はこの時期に民間企業への資金援助を急速に拡大させ、特に 1997 年から 1999 年に
かけて 2 億 5000 万ユーロもの増加を行った（Ylä-Anttila and Palmberg, 2007, p.175）。
                                                   
26 2008 年に始まった世界的経済不況の影響を受け失業率は上昇し、2009 年には 8.5％となっている。 
27 OECD のデータベース。フィンランドは同ランキングで 2001 年、2003 年、2004 年、2005 年と 1
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1990 年代に応用研究の R&D の対象領域として ICT 産業へとフォーカスした。また
Academy of Finland は、特定のテーマの研究者を集めた Centres of Excellence プログラ
ムを 1995 年より開始し基礎研究の R&D 支援を強化した。 
 
表 4-1 フィンランドの公的機関 











のもと ICT インフラが整備され、消費者の ICT 製品・サービスへの関心を高めるための
施策が施されてきた。フィンランドは早い段階から IT インフラの整備に力を入れてきた。
                                                   
29 筆者は Finpro に対し Email にて問い合わせをし、マーケティング支援のなかに民間企業が顧客の需
要を取り入れるための分析が盛り込まれていることを確認した。 
30 Tekes の HP 上にある Presentation Material R&D in Finland を参考に作成。 
31 Tekes の公式 WEB サイト参照（http://www.sitra.fi/en/）。また Tekes は R&D における公的機関と企
業との共同研究に対してもインセンティブを提供していった。 
32 Sitra の公式 WEB サイト参照（http://www.sitra.fi/en/）。 
33 Finpro の公式 WEB サイト参照（http://www.finpro.fi/en-US/Finpro/）。 
34 VTT の公式 WEB サイト参照（http://www.vtt.fi/#） 
35 Academy of Finland の公式 WEB サイト（http://www.aka.fi/en-gb/A/）。 








Tekes（The Finnish Technology Agency）31 1983年 △ ○ ○ ○ 資金援助の拡大 
Sitra（the Finnish Innovation Fund）32 1967年   ○ ○ ベンチャーキャピタルの拡大 
Finpro（The Finnish Export Association）33 1919年    ○ 輸出支援から海外展開支援へ 
VTT（Technical Research Centre of Finland）34 1942年 △ ○   ICT 研究支援の拡大 
Academy of Finland35 1939年 ○    Centres of Excellence 開始 
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OECD のデータによると、フィンランドは先進国のなかでも IT インフラの整備が進んで
いる国であることが伺える37。 




機関、大学などが連携して R&D およびビジネス展開を模索する活動が行われている。 





の提示した 10 の構成要素を向上させようとする施策が確認できる（図 4-1 参照）。 
 
















き、経済成長を遂げた。このような 1990 年代における ICT 産業の成長は世界的な潮流で
はあるが、フィンランドほど ICT 産業への集約を果たした国は少ない。 
筆者はこの要因として、フィンランドが各構成要素を施策として実行する際に、全体と
して ICT 産業へと誘導すべく働き、構成要素間を紡ぐ役割を果たしたと考えられるものを
2 つ抽出した（図 4-2 参照）。1 つ目は「政府」であり、2 つ目は「中核企業」NOKIA で
ある。以下に各々分析を試みる。 
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and Palmberg, 2005, p.8）。そして特に重点とする産業を ICT に設定している。フィンラ
ンドには製紙産業や装置産業など力のある産業が存在するにも関わらず、あえて ICT に焦
点を当てている。1993 年当時はまだ NOKIA の急速な成長が始まったばかりであり、イン
ターネットですら十分に普及していなかった時代においては驚くべき意思決定である。 
                                                   
39 1993 年の「フィンランド国家産業戦略」には政策自体のガイドラインが採用され、その中で幅広い
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このような ICT を中心としたイノベーション発生の土台を作るべく、「フィンランド国
















た 1990 年代前半においても、多くの公的支出が削減されている中で、R&D への支出だけ




(2) 構成要素間の仲介者としての NOKIA 
 次に仲介者としての NOKIA を挙げたい。NOKIA はフィンランド ICT 産業の全売上の






またフィンランドの民間企業の全 R&D 費用の 50％を占めている（Ali-Yrkkö, Lovio and 
Ylä-Anttila, 2004）43・44。また教育の面においても、NOKIA はフィンランドの大学と連
                                                   
40 Schienstock（2004）は、フィンランドが十分なコンセンサスのもと政策を展開できた要因の１つと
して、比較的小さな国家であったことを挙げている。 
41 STPC より 1993 年に提示された戦略のサブタイトルは“イノベーション社会に向けて”であったが、
その後 1996 年には“知識社会”、2000 年には“知識とノウハウへのチャレンジ”、2003 年には“知識・イノ
ベーション・国際化”であり、継続的にイノベーションや知識といったキーワードが使用されている
（Ylä-Anttila and Palmberg, 2005, p.7）。このことからも政府の一貫した方針が伺える。 
42 Dahlman らは、知識社会を実現するうえで、フィンランド政府が高い評価を得ている“良い政府”で
ある点を述べている。これもフィンランドの 1 つの特殊性であり、政府の体質の面からもさらなる研究が
求められる（Dahlman, Routti and Ylä-Anttila, 2006, p.33）。 
43 フィンランドの全 R&D 費用は GDP 比 3.47％と高い水準であり、R&D が活発であると言われてい
るが、実はそのうちの多くは NOKIA による R&D 活動である。 
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携したプロジェクトを抱えており、そのなかで学生が技術を学ぶ最高の場を提供している
（Ali-Yrkkö and Hermans, 2004, pp.110-111）。さらに、上述したとおりフィンランド政
府が ICT 産業に注力していく意思決定をした背景にも、NOKIA の持っていた潜在的な力
が大きく影響していたことは容易に推察される。 
 しかし、NOKIA による特筆すべき貢献は、“安定市場の提供”にある。2000 年代初頭に
行われた調査によると、サイエンスパークに入っている企業の多くが、実は大手フィンラン










 最後に、フィンランドに大きく影響を与えた NOKIA の成長には政府が大きく関与して
いる点に触れておく。1970 年代にデジタル技術の先駆的企業として頭角を現した NOKIA
は、フィンランド政府とのつながりを強化していった48。このような流れを受け、フィン
ランド政府も 1970 年代から 1980 年代にかけて NOKIA への投資を加速させ、NOKIA は






                                                                                                                                                     





46 Ali-Yrkkö が NOKIA のパートナー企業に対して実施したインタビューを見ると、彼らにとって
NOKIA がいかに重要なチャネルであり顧客であるかが伺える（Ali-Yrkkö and Hermans, 2004）。 
47  Sabel and Saxenian（2008, p.116）は、The Global Entrepreneurship Monitor という起業に関す
る調査機関の結果を引用から、フィンランドの起業数の少なさを述べている。また、同書のなかで NOKIA
の元 CIO へのインタビュー結果を掲載し、NOKIA 内においても新たなチャレンジが阻害されており組
織の変革が必要であることが強調されている。また Heinonen and Hytti（2008）でも、起業数が少ない
ことが課題として取り上げられている。 
48 Westerlund は「まずは政府へ気を使うべきである。それから産業の問題に目を向ければいい」とい
う発言からも分かるように、政府との連携を重視していたようである（Sabel and Saxenian, 2008, p.60）。 
49 NOKIA の公式 WEB サイトに記載された NOKIA の歴史より抽出。年によってバラつきはあり、1980
年は最も高く Tekes から NOKIA への出資が NOKIA の全 R&D の 26.3％に相当していたが、1985 年に
はわずか 1.8％に下がっている（Ali-Yrkkö, 2001）。 
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策として、以下の 2 点を仮説として抽出することができた。 
仮説①：政府が省庁を横断して国家イノベーション戦略を定め、各施策を統制する。 
仮説②：中核企業が目標領域を率先して開拓し、リーダーシップを発揮する。 










スクを伴うものである。そのリスクを軽減させる 1 つの手立てとして NOKIA の存在は大
きな意味を持った。 
以上の仮説設定が本論文の結論である。今後、国家イノベーションシステムの研究にお
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